
下書きシート　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設コンサルタント業務等）


－令和７・８年度広島市建設コンサルタント業務等競争入札参加資格審査申請用－

 《 下 書 き シ ー ト 》

システム入力時の下書きとしてご利用ください。

■ 下書きシートを提出していただく必要はありません。■
●　この「下書きシート」は、入力項目の確認用としてご利用ください。
●　事前に「下書きシート」に入力事項を記入の上、ログインされるとスムーズに入力を進めることができます。

●　この「下書きシート」はシステム入力時の参考としていただくものであり、提出の必要はありません。
●　申請手続き及び申請内容については、「広島市建設コンサルタント業務等競争入札参加資格審査申請の手引」で確認してください。

（※「下書きシート」の説明等は、簡略されていますので、必ず「手引」で申請内容を確認してください。）

　●　元号は、適宜修正してご使用ください。
下書きシート（建設コンサルタント業務等用）

注：本シートは申請書ではありません。

Ａ　本社基本情報の入力　既に他の申請区分を登録済みの場合、種目の追加の場合は記入不要です。
	個人・法人の別
	法人　・　個人
	一つ選んで○で囲んでください。

	事業協同組合の

確認
	□中小企業等協同組合法第３条に規定する中小企業等組合である。
	該当する場合は、□に☑（ﾁｪｯｸ）をしてください。


	商号又は名称
	
	法人組織の種別を略さず記入してください。

例：株式会社広島

入力の際には、法人組織の種類と会社固有の名称との間にスペース（空白）を入れないでください。

	フリガナ
	
	法人組織の種別（「株式会社」など）を除いて、カタカナで、スペースを空けずに詰めて入力してください。「＆」、「・」、「．」等の符号は入力することができませんが、例えば、「＆」を「アンド」、「．」を「ドット」のようにカタカナで入力することは可能です。

例：株式会社広島→ヒロシマ、株式会社ア＆イ→アアンドイ、株式会社ア・イ→アイ


登記簿上の本店所在地　※個人の方は住民票の住所を入力してください。
	郵便番号

（個別郵便番号）
	〒　　　　－
（〒　　　　－　　　　　　）
	住所の入力に必要ですので、住所の郵便番号を記入してください。個別郵便番号があれば（　　）内に記入してください。

	所　在　地
	都道府県

市区名
	　　　　　　　　eq \o(\s\up 8(都道),\s\do 3(府県))　　　　　　　　　　　　eq \o(\s\up 6(　市),\s\do 2(　区))　
	地番表示のうち「○○番地の○」とある方は「○○番地○」とすること。※登記簿に記載されていない情報（ビル名等）は入力しないこと。

	
	（カナ）

町村・大字
	
	

	
	
	
	

	
	丁目
	　　　丁目　
	(カナ)

小字
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	番地
	　　　　　　　　　－
	
	

	
	
	　　　　　　　　　　　　eq \o(\s\up 6(　　),\s\do 2(　号))
	
	

	
	(カナ)

ﾋﾞﾙ･ﾏﾝｼｮﾝ等


	
	

	
	
	
	


	電話番号
	－　　　　　　　－
	

	ＦＡＸ番号
	－　　　　　　　－
	


主たる営業所の所在地（又は本店所在地）※主たる営業所の所在地と登記簿上の所在地が異なる場合のみ記入してください。
	郵便番号

（個別郵便番号）
	〒　　　　－
（〒　　　　－　　　　　　）
	住所の入力に必要ですので、住所の郵便番号を記入してください。個別郵便番号があれば（　　）内に記入してください。

	所在地
	都道府県

市区名
	　　　　　　　　eq \o(\s\up 8(都道),\s\do 3(府県))　　　　　　　　　　　　eq \o(\s\up 6(　市),\s\do 2(　区))　
	

	
	（カナ）

町村・大字
	
	

	
	
	
	

	所　　在　　地
	丁目
	　　　丁目　
	(カナ)

小字
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	番地
	　　　　　　　　　－
	
	

	
	
	　　　　　　　　　　　　eq \o(\s\up 6(　　),\s\do 2(　号))
	
	

	
	(カナ)

ﾋﾞﾙ･ﾏﾝｼｮﾝ等
	
	

	
	
	
	

	電話番号
	－　　　　　　　－
	

	ＦＡＸ番号
	－　　　　　　　－
	


代表者

	役職名
	
	

	氏名
	
	ＪＩＳ第１水準又は第２水準以外の文字は、正字、ひらがな、またはカタカナで記入してください。

	氏名カナ
	
	


資本金

	資本金
	円　
	登記簿に記載している最新の額を記入してください。（個人の場合、入力は不要です。）

	外国資本の割合
	％　
	外国資本がない場合はゼロ「０」と入力してください。

	本店・本社の所在する国名
	
	日本以外の場合は記入してください。


	主として営む事業
	製造業　　建設業　　運輸業　　卸売業　　サービス業　　小売業　　　ゴム製品製造業　　　ソフトウエア業　　情報処理サービス業　　　旅館業　　　その他
	一つ選んで○で囲んでください。

（建設コンサルタント業務等を主として営んでいる場合には、サービス業を選択してください。）

	総従業員数

（会社全体）
	人　
	申請時における常勤の全従業員数を記入してください。

	総従業員数

（広島市内）
	人　
	広島市内に営業所等をお持ちの方は入力してください。


	会社設立年月日
	明・大・昭・平・令　　　　年　　　　月　　　　　日
	登記簿に記載してある年月日を記入してください。

	ホームページアドレス（ＵＲＬ）
	
	任意


広島市税
	課税状況
	□広島市に納税義務があるので、納税証明書を提出する。

□広島市に納税義務がなく、納税証明書が提出できないので申立書を提出する。
	あてはまるものいずれか１つに☑（ﾁｪｯｸ）を付けてください。


※　広島市税の納税状況がわからない場合は、広島市役所財政局の税務部市民税課、収納対策部徴収企画課又は市税事務所若しくは市税事務所税務室へお尋ねください。

　　（広島市内に事業所を開設したばかりなどの理由で納付すべき金額が確定していない場合は、その旨の証明書が発行されます。）

資本系列

	資本系列　該当の有無
	有 ・ 無

	兼務役員　該当の有無
	有 ・ 無

	親族関係　該当の有無
	有 ・ 無

	外資状況　該当の有無
	有 ・ 無


Ｂ　資本系列　※「Ａ本社基本情報の入力」画面「資本系列　該当の有無」で「有」を選択した場合のみ入力

登録されている資本系列の一覧
	出資区分（該当に○）
	会社名
	出資率

	出資をしている会社
	
	％　

	出資を受けている会社
	
	

	出資をしている会社
	
	％　

	出資を受けている会社
	
	

	出資をしている会社
	
	％　

	出資を受けている会社
	
	

	出資をしている会社
	
	％　

	出資を受けている会社
	
	

	出資をしている会社
	
	％　

	出資を受けている会社
	
	

	出資をしている会社
	
	％　

	出資を受けている会社
	
	


Ｃ　兼務役員　※「Ａ本社基本情報の入力」画面「兼務役員　該当の有無」で「有」を選択した場合のみ入力

兼務役員の一覧
	当社における役職氏名
	兼務業者名
	兼務先役職名

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


Ｄ　親族関係　※「Ａ本社基本情報の入力」画面「親族関係　該当の有無」で「有」を選択した場合のみ入力
親族関係の一覧

	自社の役員等
	夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社及び役職等

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職、氏名及び続柄

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


Ｅ　資本系列　※「Ａ本社基本情報の入力」画面「外資状況　該当の有無」で「有」を選択した場合のみ入力

外資状況の一覧
	国籍（該当に○）
	国名
	出資率

	外国籍会社・日本国籍会社
	
	％　

	外国籍会社・日本国籍会社
	
	％　

	外国籍会社・日本国籍会社
	
	％

	外国籍会社・日本国籍会社
	
	％　

	外国籍会社・日本国籍会社
	
	％　

	外国籍会社・日本国籍会社
	
	％　


Ｆ　契約者情報の入力　種目の追加の場合は記入不要です。
	委任の有無
	有・無
	法人代表者が以下の権限の全てを代理人に委任する場合は、「有」に○を付けてください(代理人は当該法人に属する者に限る。)。

	
	
	１　入札及び見積に関すること。
２　契約の締結に関すること。
３　復代理人選任に関すること。
	４　契約代金及び保証金の請求・受領に関すること。
５　共同企業体の結成に関すること。

６　その他契約の履行に関する一切のこと。


受任者（委任「有」の場合のみ記入してください。）

	商号及び支店・営業所名など
	
	法人組織の種別を略さずに記入してください。

例：株式会社広島　西営業所

	フリガナ
	
	法人組織の種別を除いて、カタカナで、スペースを空けずに詰めて入力してください。例：株式会社広島　西営業所

→ヒロシマ

	郵便番号

(個別郵便番号)
	〒　　　　－
（〒　　　　－　　　　　　）
	所在地の入力に必要ですので、所在地の郵便番号を記入してください。個別郵便番号があれば（　　）内に記入してください。

	住　所
	都道府県

市区名
	　　　　　　　　eq \o(\s\up 8(都道),\s\do 3(府県))　　　　　　　　　　　　eq \o(\s\up 6(　市),\s\do 2(　区))　
	


	
	（カナ）

町村・大字
	
	

	
	
	
	

	
	(カナ)
丁目
	　　　　チョウメ
	(カナ)

小字
	
	

	
	
	　　　丁目　
	
	
	

	
	番地
	　　　　　　　　　　－
	
	

	
	
	　　　　　　　　　　　eq \o(\s\up 6(　　),\s\do 2(　号))
	
	

	
	(カナ)

ﾋﾞﾙ･ﾏﾝｼｮﾝ等
	
	

	
	
	
	

	電話番号
	－　　　　　　　－
	

	ＦＡＸ番号
	－　　　　　　　－
	

	役職名
	
	ＪＩＳ第１水準又は第２水準以外の文字は、正字、ひらがな、またはカタカナで記入してください。

	氏名
	
	

	氏名カナ
	
	


契約に関する連絡先　入札・契約等について、本市との窓口になる方について委任の有無に関わらず記入してください。

	ＴＥＬ
	　　　　－　　　　－
	ＦＡＸ
	　　　　－　　　　－　　　　
	

	契約者Ｅ－ｍａｉｌアドレス※
	
	

	担当者Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	
	

	部署名
	
	担当者名
	
	部署名の入力は任意です。


※　業者登録審査結果及び電子入札システムによる指名通知等は、上記の「契約者Ｅ－ｍａｉｌアドレス」に入力したアドレス宛てに送信されます。携帯電話のＥ－ｍａｉｌアドレスは、使用することができません。
Ｇ　債権者情報の入力
振替先口座　振替先口座及び前金払専用振替先口座を新たに登録又は変更する場合に入力してください。
	金融機関
	銀行・金庫　　　　　　　　店

組合・農協　　　　　　　　所
	

	預金種別
	普通預金　・当座預金
	該当するほうに○をつけてください。

	口座番号
	
	

	口座名義（カナ）
	
	ｶﾅ小文字は大文字、長音はﾏｲﾅｽ(－)、中点はﾋﾟﾘｵﾄﾞ(.)　[手引きＰ.９参照]


前金払専用振替先　※保証事業会社が指定する預託金融機関に開設した前金払専用の普通口座のみ指定可。口座を開設していない場合は入力不要です。
	金融機関
	銀行・金庫　　　　　　　　店

組合・農協　　　　　　　　所
	

	預金種別
	普通預金　・当座預金
	該当する方に○をつけてください。

	口座番号
	
	

	口座名義（カナ）
	
	ｶﾅ小文字は大文字、長音はﾏｲﾅｽ(－)、中点はﾋﾟﾘｵﾄﾞ(.)　[手引きＰ.９参照]


	債権者情報の内容に応答できる担当者
	
	

	担当者連絡先電話番号
	
	○○○－○○○－○○○○


Ｈ　業種情報①

※　手引き(Ｐ．９)の業務内容表で確認のうえ記入してください。申請を漏らした場合は次回追加受付時まで追加できません。

	
	業　種
	種　目
	国等への

登　録
	※　測量業務及び建築関係建設コンサルタント業務のうち建築一般にあっては、「有」を選択（必須）する。

営業に関し法律上必要とする登録を受けていなければ、入札参加資格の審査を希望することはできない。

※　地質調査業務、土木関係建設コンサルタント業務、補償コンサルタント業務の登録を希望する者にあっては、国土交通省の登録規程による登録を受けている場合、「有」を選択（任意）する。

　

	１
	
	
	無・有
	

	２
	
	
	無・有
	

	３
	
	
	無・有
	

	４
	
	
	無・有
	

	５
	
	
	無・有
	

	６
	
	
	無・有
	

	７
	
	
	無・有
	

	８
	
	
	無・有
	

	９
	
	
	無・有
	

	１０
	
	
	無・有
	

	１１
	
	
	無・有
	

	１２
	
	
	無・有
	

	１３
	
	
	無・有
	

	１４
	
	
	無・有
	

	１５
	
	
	無・有
	

	１６
	
	
	無・有
	

	１７
	
	
	無・有
	

	１８
	
	
	無・有
	

	１９
	
	
	無・有
	

	２０
	
	
	無・有
	

	２１
	
	
	無・有
	

	２２
	
	
	無・有
	

	２３
	
	
	無・有
	

	２４
	
	
	無・有
	

	２５
	
	
	無・有
	

	２６
	
	
	無・有
	


Ｉ　経営規模等総括情報の入力　※業務実績高は消費税抜きのものを入力してください。
	業種実績高
	申請する業務区分
	直前２か年の各事業年度の決算に基づく業務実績高
	直前２か年の年間平均業務実績高

	
	
	
	前々年（期）
	前年（期）
	

	
	
	自
	　　年

　　月　　日
	　　　　年

　　月　　日
	　　年

　　月　　日
	　　年

　　月　　日
	

	
	
	至
	　　年

　　月　　日
	　　　　年

　　月　　日
	　　年

　　月　　日
	　　年

　　月　　日
	

	
	地質調査業務
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	測量業務
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	土木関係コンサルタント業務
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	建築関係コンサルタント業務
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	補償関係コンサルタント業務
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	その他の業務（兼業他業種）
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	
	計
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円


※自己資本額は、申請の手引き(Ｐ１１)をよく読み、記入してください。
	区　分
	直前決算期
	決算後の資本金の増減額
	合計

	自己資本額
	千円
	千円
	千円


	営業年数
	創業
	転廃業（休業）
	現組織への変更
	営業年数

	
	年　　月　　日

（和暦）
	自 平成・令和　　年　　月　　日
	平成・令和　　年　　月　　日
	（直近決算日までで

端数切捨て）

　　　　　年

	
	
	至 平成・令和　 年　　月　　日
	
	


Ｊ　業務実績の入力　※　実績高の６割又は２０件程度入力してください。

	業種
	発注者
	元請又は下請の区別
	業務名
	測量等対象の規模等

	
	業務履行場所のある都道府県
	請負代金の額
	着工年月
	完成又は完成予定年月日

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	業種
	発注者
	元請又は下請の区別
	業務名
	測量等対象の規模等

	
	業務履行場所のある都道府県
	請負代金の額
	着工年月
	完成又は完成予定年月日

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月

	
	
	元請　・　下請
	
	

	
	
	千円
	平成・令和　　年　　月
	平成・令和　　年　　月


Ｋ　許認可情報入力

	TECRISの業者コード
	
	TECRISに登録されている方は入力してください。

	電子納品
	可能 ・ 不能
	業務の成果品を電子データで納品することに対応できれば「可能」を、できなければ「不可能」を選択


登録等を受けている許認可

	許認可登録等の種類
	許可番号
	許可等年月日

	測量業者
	
	平成・令和　　　年　　　月　　　日

	建築士事務所
	
	平成・令和　　　年　　　月　　　日

	地質調査業者
	
	平成・令和　　　年　　　月　　　日

	建設コンサルタント
	
	平成・令和　　　年　　　月　　　日

	補償コンサルタント
	
	平成・令和　　　年　　　月　　　日

	不動産鑑定業者
	
	平成・令和　　　年　　　月　　　日

	土地家屋調査士
	
	平成・令和　　　年　　　月　　　日

	司法書士
	
	平成・令和　　　年　　　月　　　日

	計量証明業者
	
	平成・令和　　　年　　　月　　　日


従業員数

	
	
	技術者の名称
	人数
	技術者の名称
	人数
	技術者の名称
	人数

	有資格技術者職員
	
	地質調査技士
	人
	測量士
	人
	測量士補
	人

	
	技術士
	建設部門（土質及び基礎）
	人
	建設部門（鋼構造物及びコンクリート
	人
	建設部門（都市及び地方計画）
	人

	
	
	建設部門（河川、砂防及び海岸）
	人
	建設部門（港湾及び空港）
	人
	建設部門（電力土木）
	人

	
	
	建設部門（道路）
	人
	建設部門（鉄道）
	人
	建設部門（トンネル）
	人

	
	
	建設部門（施工計画、施工設備及び積算）
	人
	建設部門（建設環境）
	人
	農業部門（農業土木）
	人

	
	
	森林部門
	人
	水産部門
	人
	上下水道部門(上水道及び工事用水道､水道環境)
	人

	
	
	上下水道部門（下水道）
	人
	衛生工学部門
	人
	電気電子部門
	人

	
	
	機械部門
	人
	情報工学部門
	人
	応用理学部門
	人

	
	
	環境部門
	人
	その他の部門
	人
	総合技術監理部門
	人

	
	
	
	
	
	
	技術士合計（実人数）
	　人

	
	
	一級土木施工管理技士
	人
	二級土木施工管理技士
	人
	環境計量士
	人

	有資格技術職員
	電気関係
	一級・二級電気施工管理技士
	人
	電気主任技術者（１～３種）
	人
	伝送交換主任技術者
	人

	
	
	線路主任技術者
	人
	電気工事士（１・２種）
	人
	電気関係技術者合計（実人数）
	人

	
	
	一級・二級管工事施工管理技士
	人
	建築設備士
	人
	
	

	
	ＲＣＣＭ
	河川・砂防及び海岸
	人
	港湾及び空港
	人
	電力土木
	人

	
	
	道路
	人
	鉄道
	人
	造園
	人

	
	
	都市計画及び地域計画
	人
	地質
	人
	土質及び基礎
	人

	
	
	鋼構造及びコンクリート
	人
	トンネル
	人
	施工計画、施工設備及び積算
	人

	
	
	建設環境
	人
	上水道及び工業用水
	人
	下水道
	人

	
	
	農業土木
	人
	森林土木
	人
	水産土木
	人

	
	
	機械
	人
	電気電子
	人
	廃棄物
	人

	
	
	その他
	人
	
	人
	ＲＣＣＭ合計（実人数）
	人

	
	
	一級建築士
	人
	二級建築士
	人
	
	人

	
	有資格職員
	不動産鑑定士
	人
	不動産鑑定士補
	人
	土地家屋調査士
	人

	
	
	補償業務管理士
	人
	公共用地経験者
	人
	司法書士
	人

	
	
	土地区画整理士
	人
	
	
	
	

	その他
	
	上記有資格職員以外の技術職員
	人
	
	
	
	

	
	
	技術職員（実人数）
	人
	事務職員（実人数）
	人
	その他職員（実人数）
	人


「技術士合計（実人数）」、「電気関係技術者合計（実人数）」及び「ＲＣＣＭ合計（実人数）」の欄は、各実人数を計上すること。

常時雇用している従業員＝「技術職員（実人数）」＋「事務職員（実人数）」＋「その他職員（実人数）」となること。

Ｌ　入力者情報の入力

	部署名等
	
	行政書士等が入力する場合は、行政書士等の事務所名を記入してください。

	氏名
	
	行政書士等が入力する場合は、行政書士等の氏名を記入してください。

	電話番号
	―　　　　　　―
	この申請に関する本市からの問合せは、こちらの番号宛てに連絡します。

	ＦＡＸ番号
	―　　　　　　―
	

	Ｅ－ｍａｉｌアドレス
	
	


番





番地





番





番地





番





番地








注：この下書きシートは申請書としては使用できません。　　- 1 -

